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研究成果の概要（和文）：本プロジェクトは、ミャンマー／ビルマの最大都市ヤンゴン／ラングーンがイギリス
帝国の植民地都市から国民国家ミャンマーの首都へと変貌する過程を実証的に研究することを目的とする。対象
時期は、植民地期末期の1930年代から日本占領期と1948年の独立をはさんで、社会主義軍事政権が成立する1960
年代までである。当該時期ヤンゴンの企業住所録を複数点入手し、住所データベースを作成することで、ヤンゴ
ン経済界の人的構成や都市空間利用の変遷について分析をおこなった。また、ヤンゴンのミャンマー国立公文書
局で関連資料を収集し、読解を進めた。

研究成果の概要（英文）：This project is regarding the historical process of how Yangon/Rangoon 
transformed itself from a colonial city in the British Indian empire into the national capital of 
independent Myanmar/Burma. The studied period is from the 1930s of the late British colonial period,
 through the 1940s that witnessed the Japanese occupation during World War II, the return of the 
British administration, and Myanmar's attainment of full independence as a parliamentary democracy 
in 1948, until the 1960s in which the long-lived socialist military regime started by coup-d'etat. 
This project constructed the address database of commercial premises in Yangon from the collected 
several directories of the city. By analyzing the database, this project shedded light on the change
 in urban land use brought by the upheavals during the decolonization process. Moreover, some 
unpublished documents which is related to the theme of the project were collected in the Myanmar 
National Archives Department in Yangon.

研究分野：歴史学、地域研究

キーワード： ミャンマー／ビルマ　ヤンゴン／ラングーン　脱植民地化　都市史　ナショナリズム　東南アジア

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
従来はほとんど研究の蓄積がされてこなかったヤンゴン／ラングーンの脱植民地化過程について実証的な研究を
行い、外来系民族への制度的差別やヤンゴンの土地問題など現在ミャンマー／ビルマの諸問題について、その起
源に遡って洞察を深めることができた。具体的には、独立後に民族別の企業登記が行われていたこと、「華人企
業」や「インド人企業」が1950年代を通じて減少し、ビルマ人の経営する「ビルマ企業」が支配的になっていく
こと、実際には華人やインド人が経営する一部企業が次第に「ビルマ企業」を名乗るようになっていくこと、な
どが確認された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
研究代表者は本プロジェクト申請以前に、イギリス植民地期、特に 19 世紀後半から 1920 年
代頃までのミャンマー(ビルマ)を対象に、その行政的・経済的中枢であった港湾都市ヤンゴン(ラ
ングーン)の社会問題史を研究してきた。植民地期のヤンゴンは、インド亜大陸から流入する大
量の出稼ぎ労働者や商人が多数派をなす多民族複合社会であり、その極めて高い流動性が疫病
や犯罪といった統治上の 脅威をもたらした。これに対し、植民地権力は 1920 年代までに、海
港検疫や犯罪者追放といった外来者を標的とする境界管理の技法を構築した。これは植民地主
義による国家形成の一環であった。しかし、安価な労働力の大量流入が経済発展の基本要件であ
ったため、移民量の制限という根本的対策は取られず、社会問題の矛盾は解消されることなく蓄
積された。こうした都市・移民政策のねじれが、ミャンマーの主要民族であるビルマ人の排外的
ナショナリズムを促進することとなった。 
 本プロジェクトの対象時期、すなわち、植民地期末期の 1930年代から 1948年のミャンマー
独立を経て長期軍事政権が成立する 1960年代までの間に、植民地主義によって制度的基盤を用
意された国家はビルマ・ナショナリストたちの手へと継受される。また、過剰な開放性のもとに
置かれていた植民地都市ヤンゴンは、閉じた国民国家の内部へと回収され、その首都という位置
づけを与えられる。このヤンゴンの脱植民地化過程は、①排外的ナショナリズムの制度化、②国
際的ネットワークの潜在化、③都市土地問題の複雑化という過程をもはらんでおり、現在ミャン
マーの諸問題を考察するうえでも重要だが、実証的な歴史研究はほとんどなされていなかった。
一般的にミャンマーの研究環境が悪かったことに加えて、当該時期はイギリス植民地政庁、日本
軍政、独立後の議会制民主主義政府、軍事政権という度重なる政権交代によって、依拠すべき資
料の形態や言語、所蔵場所が一貫しておらず、研究をより一層困難にしていたという事情があっ
た。 
 他方、中南米、アジア、アフリカの他の都市については、研究開始当初、20 世紀中葉におけ
る植民地都市から国民国家の首都への移行を扱う実証的歴史研究の蓄積が進みつつあり、本研
究もこうした動向のうえに位置づけられた。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、1930 年代から 1960 年代までを対象に、ミャンマーの主要都市ヤンゴンが
植民地都市から国民国家の首都へと変貌する過程を実証的に明らかにすることにある。帝国か
ら冷戦への国際レジームの移行、旧植民地における新興国民国家の誕生、首位都市の発生と住宅
問題の先鋭化などの 20世紀中葉における世界的現象は、当該地域にどう表れ、その後の歴史過
程をどう規制したのか。この問題を、多数派の土着ナショナリズムと移民(インド人と華人)との
関係や都市の空間利用の変遷に焦点を当てつつ検証し、現代ミャンマーの民族問題や都市問題
を理解するための糧とする。また、植民地都市の脱植民地化について、地域間比較の可能性も開
く。 
 
３．研究の方法 
 （１）文書館調査。ヤンゴン所在のミャンマー国立公文書局で資料の調査と収集をおこなった。
ミャンマー国立公文書局には、イギリス植民地期から現在に至るまでの行政文書が収蔵されて
いる。閲覧には制限があり、従来は 1948 年の独立以前のイギリス植民地時代の資料だけしか一
般公開されていなかったが、2014 年に独立から 1963 年までの一部資料が公開された。本研究で
は、この近年公開されたばかりの独立後の都市行政文書をおもに調査・収集した。 
 （２）企業住所録（ディレクトリ）の収集と住所データベース作成。企業住所録には、ミャン
マー各地の企業の住所、経営者、業種などが記載されているが、その圧倒的多数はヤンゴンに集
中している。複数年分の企業住所録を収集し、それらから作成した住所データベースを利用して、
ヤンゴン経済界の人的構成や都市空間利用の変遷についての分析を行った。 
 （３）従来の研究および本研究から得られた知見をまとめることで、ヤンゴンの脱植民地化に
関する通史的展望を示すことで他地域の都市との比較可能性を開く。 
 
 
４．研究成果 
 （１）ミャンマー国立公文書局での資料調査では、植民地期にインド人によって設立・経営さ
れた市内の大規模市場（スーラティー・バザール、ビルマ語名テインヂーゼェー）が、独立後に
国営化される経緯を記した文書などを複数点入手した。しかし、複数回にわたって文書館調査を
行ったが、新規公開資料の全体像を把握しきらないうちに、プロジェクト期間の後半には文書館
利用に対する当局の規制が強まったために、満足のいく調査とはならなかった。 
 （２）1950 年代から 1960 年代にかけてのヤンゴンの企業住所録を入手し、順次、データの入
力作業を進めた。ヤンゴンの一部の街区（華人街）について、企業住所録以外のデータも含めて
通時的に検討をしたところ、以下の暫定的な発見があった。１）植民地期末期（1920～1930 年
代）と 1940 年代末の独立時期を比較すると、1928 年の中国風の名前を持つ登記企業 828 社のう
ち独立時期にまで存続しているのは 10％未満である。２）独立後、1948 年から軍事政権の成立
する 1962 年までの、地片ごとの履歴をみると、大通り沿いに位置する約 200 区画のうち 50 区



画の地片で同一企業の存続が確認された。３）企業住所録には、登記上の範疇である「中国企業」
「インド企業」「ビルマ企業」などの区別も記載されているが、1950 年代末から 1960 年代初頭
にかけて、「中国企業」や「インド企業」が減少し「ビルマ企業」が増加し、いくつかの「中国
企業」については企業名をそのままに「ビルマ企業」に登記しなおしている事例が確認された。
その成果を論文「ビルマの首都ラングーンの脱植民地化過程に関する覚書―人口変化と華人街
における土地利用の変化を中心に―」としてまとめ、『東京経大学会誌―経済学―』297 号に掲
載した。 
 （３）また、本プロジェクトの対象時期の前段階にあたる 19世紀後半から 1920 年代までの植
民地期ヤンゴン（ラングーン）の都市行政と都市社会について、博士論文をもとにした単著『胎
動する国境―英領ビルマの移民問題と都市統治』を山川出版社から刊行した。また、ヤンゴンの
事例を敷衍し、東南アジア研究の立場から植民地都市（とその脱植民地化過程）をどう考えるか
について、『都市史研究』5巻に「近代植民地都市について――東南アジア研究の立場から――」
と題して寄稿した。同様の観点から、丸善出版から刊行された『東南アジア文化事典』にも、「都
市の世界」および「デルタの世界」という二つの項目を執筆・寄稿した。 
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